
疾病発症前6カ月間の長時間労働に加え、連続勤務や勤務間インターバルの不足等の負荷要因を考慮すれば、当該疾病は業務起因性が認められる
（岡山労基署長［日本電気］事件　福岡高裁　令5.9.26判決）
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●取引先や顧客から体臭について苦情のあった社員を異動させる際の留意点
●自主的に衛生管理者の資格を取得していた社員を衛生管理者に選任する場合、資格取得費用を支払うべきか
●職場での貧乏揺すり等の癖に対し、行為を改めるよう何度も注意することはハラスメントに当たるか
●「受けた側がセクハラと感じたらセクハラ」との主張は法的にどう判断されるか
●事業譲渡した部門に属していた労働者からの解雇訴訟に、譲渡元は応じなければならないか
●異なる派遣会社からの派遣社員同士の関係が悪く、業務が滞りがちな場合、一方との派遣契約を解除できるか
●一部の組合員による労働争議で他の従業員が労務不提供となった日につき、賃金等をどう取り扱えばよいか
●海外に派遣する執行役員について、労災保険の加入は可能か 
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